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平成22年２月

環　　境　　省

平成22年度 里海創生支援モデル事業
公　募　要　項

　1．公募の目的
環境省では「里海創生支援事業（平成20～22年度）」の一環として、里海の創生を目指す活動を支援するとともに、里海づくりの参考となるマニュアル策定に当たっての基礎資料とするため、地方公共団体が地域と一体になって海域環境の保全や海との共生に取り組んでいる活動を選定し、地方公共団体によるモデル事業を実施しています。
この度、平成22年度の里海創生支援モデル事業を選定するため、公募を実施するものである。
※地方公共団体によるモデル事業に対しては、地方公共団体委託費により支援を行う。

　2．里海創生活動の定義
本事業においては、里海を、『人間の手で陸域と沿岸域が一体的・総合的に管理されることにより、物質循環機能が適切に維持され、高い生産性と生物多様性の保全が図られるとともに、人々の暮らしや伝統文化と深く関わり、人と自然が共生する沿岸海域』と定義する。

また、人との関わりにおいて里海と共生し、里海の機能を維持向上させることを目的とする活動を里海創生活動とする。里海創生活動の類型を以下に示す。
里海の類型化　～活動の「場」と「主体」から～
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漁村 漁村型

漁村に位置し、漁業活動の中
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※里海及び里海の創生に向けた動きについては、参考資料「里海（さとうみ）について」を参照すること。
3．モデル事業への応募条件
モデル事業の実施を希望する団体は、本要項を熟読の上、別紙１申請様式に従って申請書を作成し、４．１）の提出先に提出すること。
なお、申請書を作成するにあたっては、５．の選定基準を確認のうえ、審査内容に合致した記述とすること。５．において審査内容として記載された事項に関する記述がない場合は、選定に不利となることがある。なお、平成２２年度モデル事業においては、寒冷地における里海創生に資する取組み、開発が行われた地域の自然再生などミティゲーションを通じた里海創生（ミティゲーション型）への取組み、及び禁漁区、禁漁期等を設定し人手を加えない里海創生（鎮守の海型）への取組みについて、重点的に採用することを予定している。
1）応募する団体は、地方公共団体とする。
２）モデル事業が対象とする海域は、環境省が告示（平成5年8月27日　告示第67号）で定める88か所＊の閉鎖性海域とする。

＊環境省告示「窒素含有量又は燐含有量についての排水基準に係る海域」、又は、以下のホームページに掲載されている「日本の閉鎖性海域」（ http://www.emecs.or.jp/japanese/f_database.html ）を参照のこと。
３）モデル事業による支援の対象とする活動は、地方公共団体が参画する里海創生活動とする。
４）モデル事業において、海域の物質循環機能又は生態系の保全の現状や里海創生による海域への影響を評価する場合には、下記の①、②の調査項目を参照し、既存データを活用して実施する。なお、既存データの不足により現地調査が必要な場合には、調査計画を記載することとする。

調査項目は、以下の項目に限定するものではなく、より適切な評価のために必要な項目がある場合や、修正が必要な場合は、その項目をあわせて提案すること。
　　①物質循環機能の保全状況を評価する調査項目
	調査項目
	評価項目
	調査方法

	透明度の変化
	透明度の割合（TP）及び透明度の差（TD）
	調査項目及び評価項目は「海の健康診断－考えと方法－」※１を参考としているが、応募する海域と事業の内容を踏まえて適宜設定すること。

	赤潮の発生頻度
	赤潮発生件数
	

	負荷と滞留のバランス
	各水質項目の負荷滞留濃度LS(mg/ｌ)
	

	底質環境
	SD、COD、T-N、T-P及び強熱減量※２
	

	貧酸素水塊の確認頻度※２
	貧酸素水の確認頻度（CW）
	

	底生魚介類の漁獲高
	底生魚類漁獲高（FB）
	

	漁獲物の分類群別組成変化※２
	分類群の漁獲割合（FR）及び漁獲量（FC）
	

	地域文化に密接に関係する貴重種、優占種等の魚介類・鳥類等（文化指標種）
	生息数、漁獲量　等
	応募する海域と事業の内容を踏まえて適宜設定すること。

	その他、より適切な評価のために追加が必要な調査項目
	応募する海域と事業の内容を踏まえて設定すること。
	


※１　海洋政策研究財団（2006年3月）。詳しくは以下のホームページを参照すること。

http://nippon.zaidan.info/seikabutsu/2005/00823/mokuji.htm
※２　海の健康診断を踏まえ、環境省がアレンジしたものである。

②生態系の保全状況を評価する調査項目
	調査項目
	評価項目
	調査方法

	漁獲物の分類群別組成変化
	分類群の漁獲割合（FR）及び漁獲量（FC）
	調査項目及び評価項目は「海の健康診断－考えと方法－」※１を参考としているが、応募する海域と事業の内容を踏まえて適宜設定すること。

	海岸生物の出現状況
	代表種の確認割合（LC）
	

	干潟、藻場面積の変化
	干潟、藻場の浅場面積の増減
	

	人工海岸の割合
	人工海岸の割合(%)
	

	貧酸素水塊の確認頻度
	貧酸素水の確認頻度（CW）
	

	底生魚介類の漁獲高※２
	底生魚類漁獲高（FB）
	

	地域文化に密接に関係する貴重種、優占種等の魚介類・鳥類等（文化指標種）
	生息数、漁獲量　等
	応募する海域と事業の内容を踏まえて適宜設定すること。

	その他、より適切な評価のために追加が必要な調査項目
	応募する海域と事業の内容を踏まえて設定すること。
	


※１　海洋政策研究財団（2006年3月）。詳しくは以下のホームページを参照すること。

http://nippon.zaidan.info/seikabutsu/2005/00823/mokuji.htm
※２　海の健康診断を踏まえ、環境省がアレンジしたものである。

５）モデル事業においては、里海創生支援事業によって環境省閉鎖性海域対策室が取りまとめを予定している「里海づくりマニュアル（素案）」をレビューし、必要な改善事項等を提案するものとする。「里海づくりマニュアル（素案）」の骨子については別紙２に示すとおりである。

６）地元住民（漁業者、地元有識者、教職員等）への聞き取りにより、地域住民と地元海域との過去からのつながりや、海域の利用や管理の方法等について調査を行うこと。

４．申請書の提出等について
　　　1）提出先
住所：〒651-0073　神戸市中央区脇浜海岸通1-5-2　人と防災未来センター東館
社団法人瀬戸内海環境保全協会　業務課　　石川 潤一郎　又は　奥村 誠崇

TEL：078-241-7720　FAX：078-241-7730

E-mail: web@seto.or.jp
      ２）提出期限：平成2２年２月19日（金）１７時必着
　　　
３）提出方法：様式に必要事項を記入の上、郵便、FAX又はE-mailにて送付するとともに、その旨を電話で告げること。なお、事務局においては提出を確認した後、受信確認の返信を行う。
　　　４）提出部数：1部（電子情報でない場合は、１０部郵送すること。）
　　　５）申請書の提出等に関する疑義について
問合せ先：４．１）の申請書提出先と同様とする

問合せ方法：書面（様式自由）を郵便、FAX又はE-mailにて送付し、その旨を電話で告げること。回答は書面にて行うものとする。
５．里海創生支援モデル事業の選定基準
	審査内容
	配点
	選定基準

	(1)
	申請内容がモデル事業の趣旨に沿ったものであるか。

	
	20
	趣旨に完全に合致する。

	
	
	
	16
	趣旨に良く沿っている。

	
	
	20
	12
	趣旨に沿っている。

	
	
	
	8
	趣旨に沿っているところもある。

	
	
	
	選定しない
	趣旨に全く沿っていない。

	(2)
	①物質循環について　
	　
	　

	
	申請のモデル事業を実施することにより、将来に十分な保全効果が期待されるか。
対象海域における重要性はどの程度であるか。
	　
	20
	保全効果が十分に期待される。

	
	
	20
	14
	一定の保全効果が期待される。

	
	
	　
	８
	何らかの保全効果は期待される。

	
	
	　
	選定しない
	保全効果は期待されない。緊急性がない。


	
	②生態系について
	　
	　
	　

	
	申請のモデル事業を実施することにより、将来に十分な保全効果が期待されるか。対象海域における重要性はどの程度であるか。
	　
	20
	保全効果が十分に期待される。

	
	
	20
	14
	一定の保全効果が期待される。

	
	
	　
	８
	何らかの保全効果は期待される。

	
	
	　
	選定しない
	保全効果は期待されない。緊急性がない。

	
	③海との共生、地域の協働及び取組の持続性について

	
	地域づくりに向けた施策等との整合は図られているか。


	　
	20
	十分な整合が図られている。

	
	
	20
	14
	概ね整合が図られている。

	
	
	　
	8
	整合が図られているところもある。

	
	
	　
	選定しない
	全く整合が図られていない。

	
	地域づくりに向けた施策等に環境保全及び海との共生という概念が織り込まれているか。
	　
	20
	地域づくりの柱として十分に織り込まれている。

	
	
	20
	14
	概ね織り込まれている。

	
	
	　
	8
	不十分である。一部しか織り込まれていない。

	
	
	　
	選定しない
	全く織り込まれていない。

	
	過去に環境保全や海との共生といった観点からの社会的活動の実績があるか。
	　
	10
	社会的活動として十分な実績がある。

	
	
	10
	7
	一定の実績がある。

	
	
	　
	４
	ほとんど実績がない。

	
	
	　
	選定しない
	全く実績がない。

	
	地元の自治体や住民等による活動との協働は図られているか。また、分野横断的な活動となっているか。
	　
	10～2
	以下の者との活動と協働が図られている場合、一者につき２点とする（最大10点）。

・内部関係部局　　・地元自治体　・地元住民

・環境NPO等　　・漁業者　　　・その他

	
	
	
	
	

	
	
	10
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	選定しない
	全く図られていない。

	
	事業の実施体制と作業工程は適切か。

	
	10
	適切である。

	
	
	10
	7
	概ね適切であるが一部見直しが必要である。

	
	
	
	４
	大幅な見直しが必要である。

	
	
	
	選定しない
	不適切である。

	(3)
	実施する普及啓発が想定する対象、内容は適切か。十分な普及啓発効果が期待されるか。
	
	20
	適切である。

	
	
	20
	14
	概ね適切であるが一部見直しが必要である。

	
	
	
	8
	大幅な見直しが必要である。

	
	
	
	選定しない
	不適切である。

	(4)
	総合評価

今後、新たに取組を開始する各海域で参考とすべき事例であるか。

	
	50
	特に参考とすべき事例になりうる。

	
	
	
	40
	参考とすべき事例になりうる。

	
	
	50
	30
	一部見直せば参考とすべき事例になりうる。

	
	
	
	20
	大幅に見直せば参考とすべき事例になりうる。

	
	
	
	選定しない
	参考となる事例ではない。

	合計
	200


（別紙１）
申請様式
平成22年度里海創生支援モデル事業応募申請書

　

　１．申請の概要
	海　域　名
	（環境省が定める88か所の閉鎖性海域名を記述すること。その海域内で活動を実施する具体の海岸名等があればそれも記述すること。）


	モ　デ　ル
事　業　名
	（今後、環境省の広報資料等に掲載する際に使用できる名称を記述すること。）


	モデル事業

の　概　要
	（モデル事業による支援の対象とする活動やその支援内容について、概要を記述すること。）



	対象海域の
位　　　置
	（位置が分かる地図等を添付すること。）



	地方公共団体名
	

	住　　　所
	〒



	担当者名（ふりがな）
	

	所属及び

役職名
	

	電　　　話
	

	F　A　X
	

	E - mail
	


　
２．申請事業（モデル事業）の内容

（１）申請する事業の内容
	里海創生支援海域における活動を支援するモデル事業（以下、申請事業という。）の全体像を説明してください。その際には、申請事業における里海の定義をどのように踏まえているかを明らかにしてください。

また、望まれる里海づくりに資する情報収集活動として、地元の漁業者、有識者、教職員等から昔の海の状況を聞き取りし、モデル事業を実施する海域と住民とのつながりを調査していただきますが、その具体的な方法を記述して下さい。



A-4版1枚以内で記載すること。
（２）申請事業の対象海域
	申請事業の対象海域の水質、底質及び生物生息状況の概要を説明してください。また、対象海域が地域の住民にとって、生活の中でどのような存在として認識されているかを説明してください。なお、物質循環と生態系という観点からの具体的な状況については（３）－ ①、②とも整合を図ってください。




A-4版1枚以内で記載すること。
（３）対象海域の現状と申請事業により期待される保全状況の把握のための調査等
	①物質循環について


	【現状】対象海域の現状について、物質循環という観点から、具体的な数値等も用いつつ説明してください。



	
	【効果】申請事業により期待される物質循環の保全効果について説明してください。



	
	【調査】物質循環機能の状況を把握するために現地調査、文献調査等を予定している場合には、選定する調査項目とその調査方法、測定時期及び頻度、並びに調査地点等の調査計画を説明してください。
調査項目

調査方法

測定時期

及び頻度

調査地点



	
	【その他】記述すべき重要な事項があれば説明してください。




　　A-4版1枚以内で記載すること。
	②生態系について
	【現状】対象海域の現状について、生態系という観点から、具体的な数値等も用いつつ説明してください。



	
	【効果】申請事業により生態系の保全効果を把握する場合は、その程度について説明してください。



	
	【調査】生態系の状況を把握するために現地調査、文献調査等を予定している場合には、調査項目とその調査方法、測定時期及び頻度、並びに調査地点等の調査計画を説明してください。
調査項目

調査方法

測定時期

及び頻度

調査地点



	
	【その他】記述すべき重要な事項があれば説明してください。




　A-4版1枚以内で記載すること。

（４）地域づくりに向けた施策等との整合

	貴都道府県市や地元の自治体の地域づくりに向けた施策や計画等における申請事業の位置付けについて説明してください。また、それら地域づくりに係る施策や計画等において、環境保全や海との共生といった概念がどのように織り込まれているかを説明してください。現時点で整合が図られていない場合や、環境保全や海との共生といった概念が織り込まれていない場合でも、今後予定されている場合は、その内容を記載してください。



A-4版1枚以内で記載すること。

（５）地元の自治体や住民等の活動状況と連携

	地元の自治体や住民等による環境保全や海との共生といった観点から、地元の海の環境保全活動の実績や実施状況と、これらの活動との連携状況について説明してください。活動内容については、普及啓発、藻場造成、干潟造成、海ごみの回収、生物調査等幅広く考えて構いません。現時点で取組実績がない場合でも、今後予定されている場合は、その内容を記載してください。

また、活動の社会的な意義が分かるよう、具体的な数値（参加予定人数、実施予定回数、ゴミの回収量、調査項目数）等も用いつつ説明してください。



A-4版1枚以内で記載すること。
（６）実施体制
	申請事業の実施体制について、作業項目の内容ごとに担当するチームの構成、役割分担、配置予定者等を可能な限り記載してください。また地元の自治体や住民等との連携体制についても記載してください。




A-4版1枚以内で記載すること。
（７）普及啓発

	地元住民等への普及啓発に関し、申請事業において、どのような対象を想定し、その対象毎にどのような普及啓発を実施し、どのような効果を期待するかを具体的に説明してください。




A-4版1枚以内で記載すること。
（８）申請事業の作業工程
	
	平成22年度

	作業項目
	４月
	５月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	3月

	○○の調整
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	△△の調査
	
	
	　▼
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	□□の調査
	
	
	
	
	▼
	
	
	▼
	
	
	
	

	▽▽の開催
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	▼
	
	

	事業取りまとめ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


A-4版1枚以内で記載すること。上記表内の作業項目は一例であり、申請に当たっては具体の作業工程が分かるように記述してください。
（９）その他の参考資料

	（1）～（８）までの説明以外でアピールしたい内容があれば、説明してください。説明には、画像等を使用しても構いません。




（１０）申請事業に必要な経費

	経費区分
	金額
	積算内訳

	1．謝金
	
	

	2．旅費
	
	

	3．需要費
	
	

	4．印刷製本費
	
	

	5．役務費
	
	

	6．借料及び損料

　（使用料）
	
	

	7．会議費
	
	

	8．賃金
	
	

	業務費計　A
	
	

	9．委託費内訳　B
	委託費計
	￥

	委託予定先
	金額
	委託する作業の内容

	
	￥
	


	総合計（A＋B）
	￥


上記費用区分は参考であり、提出する場合は各団体の費用区分を使用し、A-4版1枚以内で記載してください。

なお、支援海域への選定は上記経費の担保を保証するものでなく、実際の地方公共団体委託費は平成22年度里海創生支援事業の枠の中で調整される可能性があります。
（別紙２）
里海づくりマニュアル（素案）の骨子
　　
（１）里海づくりを始める前に　～事前準備～

・実施体制の検討
里海づくりを始めるにあたり、立ち上げが必要な実施体制や調整が必要な関係機関の洗い出しに係る検討の手順とその留意事項について記述する。

・事前調査
過去から現在まで、対象とする海域がどのような海域環境であり、生態系を持ち、また社会、経済、文化、歴史を有するかを既存資料等で整理するに当たっての考え方とその留意事項について記述する。

・課題の整理

対象とする海域において里海づくりを実施するにあたり事前に抽出すべき課題や抽出の手順とその留意事項について記述する。

（２）里海づくりの進め方　～里海創生計画の策定～

・目標の設定
里海づくりにより期待される効果（物質循環機能の改善、生態系の保全、地域づくり等）を踏まえ、対象とする海域において目標を設定する手順とその留意事項について記述する。

・実施すべき活動の選定
設定した目標を達成するために実施すべき活動の選定手順とその留意事項について記述する。

・推進体制の整備
里海づくりを進めるための推進体制（協議会の発足等）の整備方法とその留意事項について記述する。

・一般市民への意識啓発の方法

里海づくりを進めるための一般住民に対する意識啓発の手法とその留意事項について記述する。

（３）里海づくり活動の評価及び見直し

里海づくりを継続していくとともに必要に応じて見直しを行う上で必要な、対象とする海域の状況の把握、定量的な評価、見直しの手順とその留意事項について記述する。
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